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事
業
再
編
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、公
表
─
経
産
省

法
　
　
務

社
外
取
締
役
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、公
表

─
経
産
省

法
　
　
務

去
る
７
月
31
日
、
経
産
省

は
「
事
業
再
編
実
務
指
針
～
事

業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
と
組
織
の

変
革
に
向
け
て
～
（
事
業
再
編

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）」
を
公
表
し
た

（h
ttps://w

w
w

.m
eti.go.jp/

press/2020/07/2020073100
3/20200731003-1.pdf

）。

本
指
針
は
、
特
に
「
事
業
の
切
出

し
」
に
焦
点
を
当
て
、
①
経
営
陣
、

②
取
締
役
会
（
特
に
社
外
取
締
役
）、

③
投
資
家
の
３
つ
の
レ
イ
ヤ
ー
ご
と

に
課
題
と
対
応
の
方
向
性
を
整
理
し

た
う
え
で
、
事
業
の
切
出
し
を
円
滑

に
実
行
す
る
た
め
の
実
務
上
の
工
夫

に
つ
い
て
、
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス

と
し
て
示
し
て
い
る
。

経
営
陣

経
営
陣
の
報
酬
設
計
に
つ
い
て
、

中
長
期
的
な
企
業
価
値
向
上
に
資
す

る
事
業
再
編
に
対
し
、
経
営
陣
に
適

切
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
働
く
よ

う
、
長
期
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
の

比
率
を
高
め
る
こ
と
等
が
示
さ
れ
て

い
る
。

取
締
役
会
・
社
外
取
締
役

取
締
役
会
は
、
少
な
く
と
も
年
に

１
度
は
定
期
的
に
事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ

リ
オ
に
関
す
る
基
本
方
針
の
見
直
し

を
行
う
と
と
も
に
、
経
営
陣
に
対
し

て
、
事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
実
施
状
況
等
に
関
し
て
監

督
を
行
う
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
。

一
方
、社
外
取
締
役
に
つ
い
て
は
、

事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に
関
す
る
検

討
へ
の
積
極
的
な
関
与
が
期
待
さ
れ

る
こ
と
等
が
示
さ
れ
て
い
る
。

投
資
家
と
の
対
話
や
情
報
開
示

投
資
家
は
、
株
主
提
案
等
を
提
出

す
る
場
合
は
、
中
長
期
的
な
企
業
価

値
の
向
上
の
観
点
か
ら
十
分
な
調
査

分
析
を
行
っ
た
う
え
で
、
合
理
的
根

拠
の
あ
る
提
案
を
行
い
、
会
社
側
と

も
丁
寧
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

取
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

情
報
開
示
に
つ
い
て
は
、
法
定
開

示
と
任
意
開
示
の
特
徴
を
踏
ま
え
、

総
合
的
な
開
示
の
充
実
を
図
っ
て
い

く
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
る
。

実
務
上
の
工
夫

事
業
の
切
出
し
の
際
に
必
要
と
な

る
経
営
陣
の
姿
勢
や
従
業
員
等
の
協

力
に
つ
い
て
、
企
業
の
取
組
み
事
例

を
交
え
て
提
示
し
て
い
る
。

切
出
し
手
法
の
選
択
の
際
に
は
、

手
法
ご
と
の
特
徴
を
踏
ま
え
、
会
社

や
対
象
事
業
等
の
状
況
に
応
じ
て
適

切
な
も
の
を
選
択
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
と
し
て
い
る
。

去
る
７
月
31
日
、
経
産
省

は
、「
社
外
取
締
役
の
在
り
方
に

関
す
る
実
務
指
針
（
社
外
取
締
役

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）」
を
公
表
し
た

（h
ttps://w

w
w

.m
eti.go.jp/

press/2020/07/2020073100
4/20200731004-1.pdf

）。

経
産
省
が
上
場
企
業
の
社
外
取
締

役
を
対
象
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
と
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
結
果
お
よ
び

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
シ

ス
テ
ム
研
究
会
で
の
議
論
を
踏
ま

え
、
社
外
取
締
役
と
し
て
の
役
割
認

識
や
心
構
え
、
具
体
的
な
行
動
の
あ

り
方
お
よ
び
会
社
側
の
サ
ポ
ー
ト
体

制
に
つ
い
て
の
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ

ス
を
整
理
し
、取
り
ま
と
め
た
も
の
。

ま
た
、
本
指
針
と
あ
わ
せ
て
、

前
記
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
と
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
を
も
と
に
し
た
参
考
資
料
が

公
表
さ
れ
て
い
る
。

社
外
取
締
役
の
５
つ
の
心
得

会
社
法
上
の
位
置
づ
け
を
踏
ま
え

た
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
と
し
て
、

社
外
取
締
役
の
役
割
お
よ
び
心
構
え

と
し
て
特
に
重
要
な
も
の
を
５
つ
示

前年同期増加率の推移（金融業、保険業を除く） （単位：％、億円）◆売上高（金融業、保険業を除く）　
製造業、非製造業ともに減収
売上高は、344兆5,897億円で、対前年同期増加率（以下、「増
加率」という）は△7.5％となりました。
業種別にみると、製造業は△5.5％、非製造業は△8.3％となり
ました。
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　
製造業、非製造業ともに減益
経常利益は、15兆9,262億円で、増加率は△28.４％となりました。
業種別にみると、製造業は△25.３％、非製造業は△29.６％とな
りました。
◆設備投資（金融業、保険業を除く）　
製造業は減少、非製造業は増加
設備投資額は、15兆6,949億円で、増加率は０.１％となりました。
業種別にみると、製造業は△5.３％、非製造業は２.９％となりま
した。
ソフトウェア投資額を除いた設備投資額は14兆1,585億円で、増
加率は△1.4％となりました。

令和２年１～３月期（確報）については、7月7日の回答期限に基
づいて回収された調査票の推計結果を公表しております。
「速報」の回答期限は5月10日であり、「確報」は回答期限を延長し
たうえで、調査を実施いたしました。

―令和２年１～３月期調査（確報）　

回答法人数 22,384社 （18,762社）
回 答 率 　 71.0％     （70.6％）
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値です。

財務省法人企業統計調査 この調査は、統計法に基づく基幹統計として資本金１千万円以上の営利法人等を対象に、
企業活動の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調査してい
るものです。なお、平成20年度調査より、金融業、保険業を含めた調査を実施しています。
以下は、令和２年７月27日に発表した令和２年１～３月期（確報）の調査結果の概要です。

　「法人企業統計調査」は、統計法に基づく基幹統計に指定されており、調査の対象となった
法人様には、調査票を提出する義務がございますので、必ず提出期限までに財務省（財務局・
財務事務所）への提出をお願いします。
　なお、次回令和２年４～６月期の調査票の提出期限は令和２年８月11日、結果の公表は
令和２年９月１日の予定です。

売上高
　全産業
　　製造業
　　非製造業

経常利益
　全産業
　　製造業
　　非製造業

設備投資
　全産業

　　製造業

　　非製造業

区　分 31.1-3 4-6 元.7-9 10-12 2.1-3（確報）

（注）設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。

（実　額）
3,445,897
981,546
2,464,351

（実　額）
159,262
46,228
113,034

（実　額）
156,949

（141,585）
49,798

（45,233）
107,151
（96,352）

△6.4
△6.7
△6.3
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△15.0
1.1
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△1.5
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0.5

7.1
（7.7）
6.4

（6.7）
7.6

（8.4）

0.4
△1.2
1.0

△12.0
△27.9
△1.5

1.9
（△1.7）
△6.9

（△7.7）
7.0

（1.8）

3.0
1.1
3.7

10.3
△6.3
18.4

6.1
（6.9）
8.5

（8.4）
5.0

（6.1）

△7.5
△5.5
△8.3

△28.4
△25.3
△29.6

0.1
（△1.4）
△5.3

（△7.2）
2.9

（1.6）
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財
政
状
態
と
い
う
言
葉
は
、
よ
く

耳
に
す
る
言
葉
で
あ
る
が
、
具
体
的

に
何
か
と
聞
か
れ
る
と
説
明
が
意
外

と
難
し
い
。
た
と
え
ば
、
国
の
財
政

状
態
が
事
実
上
破
た
ん
状
態
に
あ
る

と
い
う
こ
と
を
聞
く
。
こ
こ
で
の
ポ
イ

ン
ト
は
、
国
の
借
金
が
巨
額
で
あ
る

こ
と
を
指
し
て
い
る
場
合
が
多
い
。
ま

た
、
自
治
体
の
財
政
状
態
が
破
た
ん

し
た
と
い
う
場
合
は
、
税
収
が
不
足

し
て
い
て
日
常
的
な
必
要
経
費
の
支

払
が
困
難
な
状
態
を
い
う
場
合
が
多

い
。
さ
ら
に
企
業
に
お
い
て
は
、
貸

借
対
照
表
を
イ
メ
ー
ジ
し
て
財
政
状

態
と
い
う
場
合
が
多
い
。

こ
こ
で
３
つ
の
例
を
示
し
た
が
、
同

じ
財
政
状
態
と
い
う
言
葉
で
も
、
そ

の
意
味
合
い
は
微
妙
に
違
う
。
国
の

財
政
状
態
で
は
借
金
す
な
わ
ち
債
務

の
大
き
さ
を
指
し
て
い
る
。
自
治
体

の
財
政
状
態
は
、
収
入
と
支
出
の
バ

ラ
ン
ス
を
問
題
に
し
て
い
る
。
企
業
の

財
政
状
態
は
、
資
産
、
負
債
、
純
資

産
を
包
含
し
た
表
現
で
あ
る
。
企
業

に
は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

と
い
う
も
の
が
あ
り
、
企
業
活
動
か

ら
生
じ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ（
お
金
）
の
流
れ

（
収
入
、
支
出
）
を
示
し
て
い
る
が
、

財
政
状
態
と
い
う
場
合
、
直
接
的
に

は
含
ま
れ
な
い
が
お
金
の
使
い
方
と
い

う
意
味
で
参
考
に
す
る
場
合
が
あ
る
。

し
か
し
、
例
示
し
た
３
つ
の
財
政
状

態
は
、
共
通
し
た
要
素
を
持
っ
て
い
る

と
理
解
し
て
い
る
。
そ
れ
は
、
収
入

と
支
出
の
バ
ラ
ン
ス
の
問
題
で
あ
る
。

国
の
借
金
が
多
い
と
い
う
こ
と
は
、
税

収
よ
り
財
政
支
出
の
ほ
う
が
多
い
結

果
、
不
足
す
る
部
分
を
借
金
で
賄
っ
て

き
た
た
め
、
累
積
的
に
借
金
が
膨
れ

上
が
り
、
こ
れ
が
象
徴
的
に
財
政
状

態
の
悪
化
と
し
て
い
わ
れ
て
い
る
の
で

あ
る
。
自
治
体
の
財
政
状
態
は
、
ま

さ
に
収
入
と
支
出
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
そ

の
も
の
を
表
現
し
て
い
る
。

そ
れ
で
は
、
企
業
の
場
合
は
ど
う
で

あ
ろ
う
か
。
貸
借
対
照
表
に
表
さ
れ

て
い
る
資
産
、
負
債
は
、
損
益
計
算

書
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
に

あ
る
収
入
、
支
出
の
結
果
、
あ
る
時

点
の
財
産
（
正
の
財
産
、
負
の
財
産
）

を
表
し
て
い
る
。
純
資
産
は
そ
の
資

産
、
負
債
の
差
額
で
あ
り
、
純
資
産

が
プ
ラ
ス
で
あ
る
こ
と
は
、
負
債
（
借

金
）
を
返
済
し
て
も
手
元
に
財
産
が
残

る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う

に
、
財
政
状
態
と
い
う
言
葉
は
、
収

入
と
支
出
の
バ
ラ
ン
ス
の
状
態
を
表
す

も
の
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

そ
こ
で
企
業
の
財
政
状
態
に
つ
い
て

考
え
て
み
る
。
純
資
産
が
プ
ラ
ス
（
資

産
超
過
）
な
の
で
問
題
な
い
と
判
断
す

る
。
そ
れ
で
よ
い
の
だ
ろ
う
か
。
負

債
は
通
常
お
金
で
支
払
う
こ
と
に
な

る
。
そ
の
お
金
は
、
資
産
と
し
て
計

上
さ
れ
る
が
、
す
べ
て
現
金
預
金
と
し

て
持
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
売
掛

金
や
棚
卸
資
産
あ
る
い
は
固
定
資
産

等
、
複
数
の
資
産
に
分
散
し
て
持
っ
て

い
る
。
も
し
売
掛
金
や
棚
卸
資
産
に

現
金
化
で
き
な
い
も
の
が
含
ま
れ
て
い

れ
ば
、
そ
の
分
支
払
能
力
が
小
さ
く

な
る
。
固
定
資
産
も
換
金
性
に
問
題

が
あ
る
場
合
も
多
い
。
し
た
が
っ
て
、

資
産
の
中
身
に
問
題
が
な
い
か
ど
う

か
、
慎
重
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
負
債
も
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ

リ
ー
ス
や
債
務
保
証
等
の
簿
外
負
債

の
存
在
も
確
認
が
必
要
で
あ
る
。
さ

ら
に
総
資
産
に
対
す
る
純
資
産
の
割
合

（
自
己
資
本
比
率
）
が
低
す
ぎ
て
も
、

前
記
の
よ
う
な
問
題
が
生
じ
た
と
き

の
負
担
能
力
に
不
安
が
残
る
。
財
政

状
態
は
、
当
該
企
業
の
総
合
力
と
い

う
観
点
か
ら
み
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

黒
字
倒
産
と
い
う
言
葉
が
あ
る
。

損
益
面
で
は
利
益
が
出
て
お
り
、
純

資
産
も
プ
ラ
ス
で
あ
る
の
に
倒
産
す
る

場
合
を
い
う
が
、
そ
れ
は
、
負
債
を

支
払
う
お
金
が
不
足
し
て
い
る
か
ら
で

あ
る
。
そ
れ
は
な
ぜ
か
。
通
常
は
不

良
資
産
を
抱
え
て
い
る
た
め
資
産
を

現
金
化
で
き
ず
返
済
資
金
を
用
意
で

き
な
い
場
合
が
多
い
。
よ
っ
て
、
常
に

わ
が
社
の
資
産
の
中
身
を
よ
く
み
て
お

く
必
要
が
あ
る
。

財
政
状
態
と
は
何
で
す
か

公
認
会
計
士 

手
塚　

仙
夫

会
計・監
査

カ
ナ
メ
の
要

取
締
役
報
酬
と
し
て
の
株
式
発
行
の

開
示
案
、示
さ
れ
る
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、「
心
得

１
」、「
心
得
２
」、「
心
得
５
」
は
、

主
と
し
て
社
外
取
締
役
の
基
本
的
な

役
割
に
つ
い
て
、「
心
得
３
」、「
心

得
４
」
は
、
こ
う
し
た
役
割
を
果
た

す
た
め
の
心
構
え
に
つ
い
て
記
載
さ

れ
て
い
る
。

社
外
取
締
役
と
し
て
の
具
体
的
な

行
動
の
あ
り
方

５
つ
の
心
得
で
示
し
た
、
社
外
取

締
役
と
し
て
期
待
さ
れ
る
役
割
を
果

た
す
た
め
の
行
動
の
あ
り
方
に
つ
い

て
、
社
外
取
締
役
が
関
わ
る
主
な
場

面
ご
と
（
取
締
役
会
の
実
効
性
を
高

め
る
た
め
の
働
き
か
け
、取
締
役
会
、

指
名
委
員
会
・
報
酬
委
員
会
の
実
効

性
評
価
、
取
締
役
会
以
外
の
場
で
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
）
に
具

体
的
な
対
応
例
も
挙
げ
な
が
ら
ま
と

め
て
い
る
。

会
社
側
が
構
築
す
べ
き
サ
ポ
ー
ト

体
制
・
環
境

社
外
取
締
役
が
役
割
を
果
た
す
た

め
に
は
会
社
側
が
サ
ポ
ー
ト
体
制
や

環
境
を
整
え
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の

う
ち
、
特
に
重
要
な
も
の
と
し
て
、

社
外
取
締
役
へ
の
情
報
提
供
と
外
部

の
専
門
家
を
利
用
す
る
際
の
費
用
面

の
サ
ポ
ー
ト
を
挙
げ
て
い
る
。

去
る
７
月
29
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
４
３
８
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。
７
月
30

日
に
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
公
表
し
た
資
料

に
よ
る
と
、
主
な
審
議
内
容
は
次
の

と
お
り
。

取
締
役
等
の
報
酬
等
と
し
て
金
銭

の
払
込
み
等
を
要
し
な
い
で
株
式

の
発
行
等
を
す
る
場
合
に
お
け
る

会
計
上
の
取
扱
い

⑴　

段
階
的
に
権
利
が
確
定
す
る

場
合
の
取
扱
い

段
階
的
に
権
利
が
確
定
す
る
（
事

前
交
付
型
に
お
い
て
は
段
階
的
に
譲

渡
制
限
が
解
除
さ
れ
る
）
場
合
の
会

計
処
理
と
し
て
、
次
の
う
ち
、
①
と

②
の
選
択
適
用
と
す
る
事
務
局
案
が

示
さ
れ
た
。

①　
権
利
行
使
期
間
開
始
日
の
異
な

る
ご
と
に
別
個
の
も
の
と
し
て
会

計
処
理
を
行
う
。

②　
付
与
さ
れ
た
単
位
で
ま
と
め
て

会
計
処
理
を
行
う
。
そ
の
場
合
、

付
与
し
た
単
位
で
公
正
な
評
価
額

を
、
最
後
に
到
来
す
る
権
利
行
使



（図表）　注記事項の文案
開　示
18.次の事項を注記する。
⑴　本実務対応報告の適用による財務諸表への影響額
⑵　事前交付型について、取引の内容、規模及びその変動状況
①　付与対象者の区分（取締役、執行役の別）及び人数
②　付与数、当該会計期間中に権利不確定によって没収された株式
の数、当該会計期間中の権利確定数、期首及び期末における権
利未確定残数（当該企業が複数の種類の株式を発行している場合
には、株式の種類別に記載を行う）
③　付与日
④　権利確定条件（付されていない場合にはその旨）
⑤　対象勤務期間（定めがない場合にはその旨）
⑥　付与日における公正な評価単価
⑶　事後交付型について、取引の内容、規模及びその変動状況
①　付与対象者の区分（取締役、執行役の別）及び人数
②　付与数、当該会計期間中の権利不確定による失効数、当該会
計期間中の権利確定数、期首及び期末における権利未確定残数
（当該企業が複数の種類の株式を発行している場合には、株式
の種類別に記載を行う）
③　付与日
④　権利確定条件（付されていない場合にはその旨）
⑤　対象勤務期間（定めがない場合にはその旨）
⑥　付与日における公正な評価単価
⑷　付与日における公正な評価単価の見積方法
⑸　権利確定数の見積方法
⑹　条件変更の状況
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議
決
権
行
使
助
言
会
社
へ
の
委
任
状

勧
誘
規
則
の
改
正
、公
表
─
Ｓ
Ｅ
Ｃ

期
間
開
始
日
の
前
日
ま
で
の
期
間

に
わ
た
っ
て
費
用
計
上
す
る
。

委
員
か
ら
は
、
事
務
局
提
案
に
つ

い
て
反
対
意
見
は
聞
か
れ
な
か
っ

た
。

⑵　
開
示（
注
記
）

開
示
に
つ
い
て
は
、
ス
ト
ッ
ク
・

オ
プ
シ
ョ
ン
会
計
基
準
・
適
用
指
針

に
お
け
る
注
記
を
基
礎
と
し
た
う
え

で
、
個
々
の
注
記
項
目
を
定
め
る
ア

プ
ロ
ー
チ
を
取
る
こ
と
と
さ
れ
、
図

表
の
よ
う
な
文
案
が
示
さ
れ
た
。

時
価
算
定
会
計
基
準
に
お
け
る

投
資
信
託
の
時
価
の
算
定

第
４
３
３
回
親
委
員
会（
２
０
２
０

年
６
月
10
日
号
（
№
１
５
８
０
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
て
示
さ

れ
た
事
務
局
案
に
対
し
て
聞
か
れ
た

意
見
を
踏
ま
え
、
更
新
さ
れ
た
提
案

が
示
さ
れ
た
。

⑴　
検
討
の
範
囲

イ
ン
フ
ラ
投
信
信
託
に
つ
い
て

は
、
主
に
不
動
産
を
対
象
と
す
る
投

資
信
託
を
整
理
す
る
際
に
あ
わ
せ
検

討
す
る
。

⑵　
実
務
上
の
便
法

海
外
の
投
資
信
託
に
対
し
て
実
務

上
の
便
法
を
適
用
す
る
に
際
し
て

は
、
基
準
価
格
が
著
し
く
は
異
な
ら

な
い
と
予
想
さ
れ
る
時
価
算
定
日
と

基
準
価
格
の
算
定
日
と
の
間
の
期
間

が
短
い
（
た
と
え
ば
、１
カ
月
以
内
）

場
合
に
限
り
、
時
価
算
定
日
の
直
近

の
算
定
日
に
お
け
る
基
準
価
格
を
時

価
算
定
日
の
時
価
と
み
な
す
こ
と
を

認
め
る
。

リ
ー
ス
に
関
す
る
会
計
基
準
の

開
発第

４
２
７
回
親
委
員
会（
２
０
２
０

年
４
月
１
日
号
（
№
１
５
７
４
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
て
、
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
「
リ
ー
ス
」
と
整
合
性

を
図
る
程
度
に
関
連
し
て
、「
検
討

の
た
め
の
イ
メ
ー
ジ
」
に
つ
い
て
議

論
が
行
わ
れ
た
が
、
そ
の
際
に
、
今

後
の
検
討
事
項
と
さ
れ
た
論
点
の
う

ち
、
次
の
⑴
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ

れ
、
そ
の
う
え
で
⑵
、
⑶
の
テ
ー
マ

に
つ
い
て
も
検
討
が
行
わ
れ
た
。

⑴　
リ
ー
ス
の
定
義

リ
ー
ス
の
定
義
に
つ
い
て
は
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
16
号
の
定
義
に
合
わ
せ
る
。

⑵　
所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス・

リ
ー
ス
を
改
正
リ
ー
ス
会
計
基
準

の
対
象
範
囲
に
含
め
る
か

⑴
の
提
案
と
す
る
前
提
で
、
対
象

範
囲
に
含
め
る
。

⑶　
所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス・

リ
ー
ス
と
所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス・リ
ー
ス
の
区
分

所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・

リ
ー
ス
と
所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ

去
る
７
月
22
日
、
米
証
券
取
引
委

員
会
（
Ｓ
Ｅ
Ｃ
）
は
委
任
状
勧
誘
規

則
の
改
正
を
決
定
し
た
。
２
０
１
９

年
11
月
に
改
正
の
草
案
が
公
表
さ

れ
、
意
見
が
募
集
さ
れ
て
い
た
。

米
国
の
議
決
権
行
使
助
言
サ
ー
ビ

ス
市
場
は
、Ｉ
Ｓ
Ｓ（Institutional 

Shareholder Services Inc.

）

と
グ
ラ
ス
ル
イ
ス
の
２
社
の
寡
占
状

況
に
あ
る
。
上
場
企
業
が
２
社
の
助

言
の
影
響
の
大
き
い
こ
と
を
懸
念
す

る
一
方
で
、
多
く
の
投
資
家
は
議
決

権
行
使
助
言
会
社
か
ら
の
情
報
の
規

制
強
化
に
反
対
し
て
い
た
。

Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
、「
こ
の
改
正
は
、
議

決
権
行
使
助
言
を
受
け
る
顧
客
が
、

よ
り
透
明
性
が
あ
り
、よ
り
正
確
で
、

よ
り
完
全
な
情
報
を
受
領
で
き
る
こ

と
の
保
証
を
意
図
し
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。

改
正
の
概
要

改
正
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

ン
ス
・
リ
ー
ス
の
区
分
を
設
け
な
い
。

現
在
の
所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
・
リ
ー
ス
の
会
計
処
理
を
、
特
別

仕
様
物
件
も
含
め
て
実
質
的
に
継
続

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
追
加

的
な
定
め
を
設
け
る
。

・
議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
助
言
は
、

原
則
と
し
て
、
勧
誘
に
含
ま
れ
る

よ
う
に
勧
誘
（solicitation

）
の

定
義
を
変
更
し
た
。

・
次
の
事
項
を
議
決
権
行
使
助
言
会

社
に
要
求
す
る
。

①
　
顧
客
に
助
言
を
提
供
し
た
と

き
ま
た
は
そ
の
前
に
、
対
象
企

業
が
そ
の
助
言
を
利
用
可
能
に

す
る
こ
と

②
　
議
決
権
行
使
助
言
会
社
は
、

株
主
総
会
の
前
に
、
顧
客
が
適

時
に
議
決
権
行
使
助
言
会
社
の

助
言
に
関
す
る
対
象
企
業
の
文

書
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
し
く

み
を
提
供
す
る
こ
と

適
用
関
係

こ
の
改
正
に
よ
り
、
議
決
権
行
使

助
言
会
社
に
対
す
る
規
制
が
強
化
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
。

改
正
は
、
官
報
掲
載
の
60
日
後
に

有
効
と
な
る
が
、
２
０
２
１
年
12
月

１
日
ま
で
は
適
用
さ
れ
な
い
。
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コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
経
済
悪
化
で
日
本
、

正
念
場
の
夏

金
　
　
融

焦
点
と
な
る
消
費
税
減
税

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2020年 
７月22日

「新時代の株主総会プロセスの
在り方研究会」報告書

経済
産業省

株主総会における新たな電子的手段活用のあり方、および内外の制度整
備や実務の積み重ねを踏まえたさらなる対話のための環境整備につい
て、取りまとめられたもの。
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/shin_sokai_
process/20200722_report.html

―

2020年 
７月29日

資本市場を通じた資金供給機能
向上のための上場制度の見直し
について（市場区分の再編に係
る第一次制度改正事項）

東京証券
取引所

市場区分の再編を見据え、新規上場基準等や債務超過に係る上場廃止基
準の見直しを行うもの。コメント期限は９月11日まで。
https://www.jpx.co.jp/rules-participants/public-comment/detail/
d1/20200729-01.html

―

内
閣
府
は
７
月
30
日
、
日
本
経
済

の
動
向
を
示
す
２
つ
の
デ
ー
タ
を
発

表
し
た
。
１
つ
は
、
２
０
１
２
年
12

月
か
ら
始
ま
っ
た
景
気
拡
大
局
面
が

２
０
１
８
年
10
月
で
終
焉
し
、
翌
11

月
か
ら
は
下
降
局
面
に
入
っ
た
こ
と

で
あ
る
。

も
う
１
つ
は
、
今
年
１
月
に
閣
議

決
定
し
た
２
０
２
０
年
度
の
政
府
の

経
済
見
通
し
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
プ
ラ
ス

１
・
４
％
を
、
マ
イ
ナ
ス
４
・
５
％
に

下
方
修
正
し
た
こ
と
だ
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
が
そ
の
理
由

と
な
っ
て
い
る
。

２
０
２
１
年
度
は
前
年
度
比
プ

ラ
ス
３
・
４
％
と
予
測
し
て
い
る
の

で
、
来
年
度
は
一
定
程
度
の
回
復
を

見
込
ん
で
い
る
。
し
か
し
、
経
済

協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
が

示
し
た
今
年
秋
の
感
染
拡
大
の
第

２
波
の
シ
ナ
リ
オ
を
前
提
に
す
る
と
、

２
０
２
０
年
度
が
マ
イ
ナ
ス
５
・０
％
、

２
０
２
１
年
度
が
プ
ラ
ス
３
・
０
％

に
な
る
、
と
注
釈
が
入
っ
て
い
る
よ

う
に
、
こ
の
予
測
自
体
は
今
後
の
状

況
に
よ
っ
て
大
き
く
変
わ
り
得
る
だ

ろ
う
。

昨
年
10
月
に
消
費
税
の
税
率
が

10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
直
後
の
10

―
12
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
２
次
速
報

ベ
ー
ス
で
前
期
比
年
率
マ
イ
ナ
ス
７
・

１
％
と
急
速
に
落
ち
込
み
、
今
年
１

―
３
月
期
も
マ
イ
ナ
ス
成
長
が
続
い

た
。
本
格
的
に
感
染
症
拡
大
の
影
響

を
反
映
す
る
４
―
６
月
期
は
、
さ
ら

に
大
き
な
落
込
み
が
予
想
さ
れ
る
。

も
と
も
と
の
ス
タ
ー
ト
が
低
く
始

ま
っ
て
は
い
る
が
、
今
回
の
内
閣
府

見
通
し
の
マ
イ
ナ
ス
４
・
５
％
は
、

国
内
で
の
感
染
拡
大
第
２
波
の
懸
念

を
考
え
る
と
、
か
な
り
流
動
的
な
数

字
と
も
い
え
る
だ
ろ
う
。
こ
の
よ
う

な
状
況
の
も
と
、
政
府
に
は
、
今
、

こ
の
時
期
に
本
格
的
な
経
済
政
策
を

打
ち
出
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

経
済
を
再
生
す
る
た
め
の
有
力
な

政
策
と
し
て
、
一
部
で
消
費
税
減
税

が
注
目
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
そ

れ
に
対
し
、
政
府
や
自
民
党
は
否
定

的
な
態
度
だ
。　

一
方
で
、
元
内
閣
官
房
参
与
と
し

て
か
つ
て
安
倍
首
相
を
支
え
た
本
田

悦
朗
氏
も
消
費
税
減
税
を
有
効
な
政

策
と
し
て
支
持
す
る
な
ど
、
今
年
後

半
は
、
消
費
税
減
税
が
政
策
の
焦
点

と
な
る
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。

７
月
30
日
に
発
表
さ
れ
た
ア
メ
リ

カ
の
第
２
四
半
期
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
前

期
比
年
率
マ
イ
ナ
ス
32
・
９
％
と
四

半
期
の
統
計
開
始
以
来
の
マ
イ
ナ
ス

成
長
と
な
っ
た
。
こ
の
数
字
は
、
ほ

ぼ
市
場
の
事
前
予
想
ど
お
り
で
あ
っ

た
こ
と
も
あ
り
、
Ｎ
Ｙ
ダ
ウ
は
０
・

８
５
％
の
下
落
、
Ｓ
＆
Ｐ
５
０
０

は
０
・
３
８
％
の
限
定
的
な
下
落
と

な
っ
た
。
ナ
ス
ダ
ッ
ク
に
い
た
っ
て

は
０
・
４
３
％
の
上
昇
と
な
っ
た
。

同
日
、
Ｅ
Ｕ
の
支
柱
ド
イ
ツ
も
同

時
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
発
表
し
た
。
こ
ち

ら
も
前
期
比
年
率
換
算
で
３
割
を
超

え
る
減
少
幅
と
な
り
、
米
以
上
の
マ

イ
ナ
ス
成
長
と
も
い
わ
れ
る
。
ド
イ

ツ
の
代
表
的
株
価
指
数
Ｄ
Ａ
Ｘ
は

３
・
４
５
％
の
下
落
と
米
市
場
の
下

落
幅
を
上
回
っ
た
。
ド
イ
ツ
の
株
価

下
落
を
受
け
、
欧
州
主
要
市
場
の
株

価
も
２
～
３
％
下
落
を
記
録
し
た
。

一
方
、
米
市
場
の
影
響
を
受
け
や

す
い
と
さ
れ
る
ア
ジ
ア
市
場
で
は
、

１
日
の
取
引
時
間
中
に
株
価
が
上
下

す
る
市
場
が
多
く
、
明
確
な
上
昇
は

中
国
、
下
落
は
日
本
と
分
か
れ
た
。

実
は
、
ア
ジ
ア
市
場
の
な
か
で
、

中
国
、
韓
国
、
台
湾
の
３
市
場
は
、

こ
の
と
こ
ろ
株
価
堅
調
で
、
１
月
に

つ
け
た
今
年
の
高
値
を
上
回
る
と
こ

ろ
ま
で
き
て
い
る
。こ
の
背
景
に
は
、

３
国
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

拡
大
防
止
に
功
を
奏
し
、
経
済
へ
の

打
撃
を
低
く
抑
え
て
い
る
と
い
う
市

場
か
ら
の
評
価
が
あ
る
と
さ
れ
て
い

る
。で

は
、
日
本
は
ど
う
か
。
４
―
６

月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
発
表
は
ま
だ
だ
が
、

企
業
収
益
の
第
１
四
半
期
実
績
発
表

で
は
、
有
力
企
業
の
利
益
半
減
や
赤

字
転
落
が
多
発
し
て
い
る
。
外
出
制

限
・
自
粛
が
長
期
化
し
て
お
り
、「
巣

ご
も
り
消
費
」
と
い
わ
れ
る
分
野
を

除
く
と
需
要
・
売
上
と
も
に
減
少
し

て
い
る
業
界
が
多
い
。
そ
こ
へ
、
円

相
場
が
円
高
へ
シ
フ
ト
す
る
気
配
を

強
め
て
お
り
、
円
高
を
嫌
う
日
本
産

業
界
に
不
安
が
広
が
っ
て
い
る
と
み

ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
感
染
第
２
波
到
来
の
様

相
が
濃
く
な
り
、
経
済
活
動
の
規
制

緩
和
ど
こ
ろ
か
、
再
度
の
緊
急
事
態

宣
言
発
出
を
催
促
す
る
声
も
強
ま
っ

て
い
る
。
そ
う
な
る
と
景
気
回
復
が

遅
れ
、
株
価
も
打
撃
を
避
け
ら
れ
な

く
な
る
。
こ
の
た
め
、
こ
の
夏
は
日

本
経
済
、
日
本
市
場
に
と
っ
て
正
念

場
に
な
る
と
の
見
方
も
あ
る
。


